
   

 

統計品質改善会議（第７回） 

議事次第 

 

  日 時：令和６年３月 27 日（水）15:00～15:50 

  場 所：合同庁舎２号館 国際会議室 

  参加者：美添委員他 6 名 

  議 事： 

１．業務マニュアルの改善及びオンライン回答率向上のための取組
状況 

２．標本設計の必要な見直し 

３．中止した統計調査（２件）の報告 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「国土交通省統計改革プラン」を踏まえた取組状況の報告

国土交通省 総合政策局
情報政策課

令和６年３月27日（水）

資料１

～ 業務マニュアルの改善とオンライン回答率の向上に向けて（２回目） ～



１．業務マニュアルの改善に向けて

１

「国土交通省統計改革プラン」（R4.8.10）における位置づけ

［「改善し続ける統計」への転換］

○ 政府全体が目指す一定水準以上のマニュアルとなるよう、各統計作成部局と連携しつつ、統計プロセスの
見える化（BPR）を行った上で、より具体的かつ明確な業務マニュアルへと改善する。 【令和５年度～】

【業務マニュアルの改善に向けた目標時期の設定】・・・第６回統計品質改善会議（R5.12.22）

［基本的な方針］
実査を通じた統計の作成作業を行いながら、業務マニュアルの不足事項の追加や曖昧な記載を修正すること

が効果的であり、これを継続することが重要である。この考えを基本として、各統計調査の調査頻度等を考慮
して改善に向けたスケジュールを設定する。
ただし、省全体の底上げを図る観点から、業務マニュアルの整備状況によっては、実査前であっても、今回

のヒアリングによる検討課題を踏まえた追記や修正等を本年度末までを目途に行う。

【会議における委員の主な発言】

〇 業務マニュアルのヒアリング時に、マニュアルに追記すべき内容やマニュアルへの記載の仕方もアドバイスした。それ
らは可能な限り今年度末までに改善を図っていただきたい。

〇 一覧性が重要であり、他の統計の業務マニュアルの状況が分かると、改善点が分かる。それに点数が付いていると、高
い点数のものを見て自己点検ができるので、そのような仕組みがあれば良いし、チェックリストを活用すると良いと思う。

昨年秋のヒアリング時に指摘された課題等を踏まえ、
本年３月までに改善された状況を今回報告。



２．業務マニュアルの改善状況

〇 令和５年10月～11月に実施したヒアリング時の指摘を受け、各統計調査の担当は業務マニュアルの改善を
進めており、令和６年３月時点の状況としては以下の通りである。

〇 特に、昨年秋にグループⅣの状況であった業務マニュアルに対しては、令和６年３月までに改善するよう
依頼した。その結果、グループⅣは３割程度から１割未満に減少し、全体的に底上げが図られた。

R5.10月時点

グループ 業務マニュアルの整備状況（概要）
全体に

占める割合

Ⅰ
初めての担当者でも円滑に作業できるようにするため、

図表や操作画面を引用するなど、実査から公表に必要な個
別プロセスの作業内容が詳細に記載されているもの。

２割超程度

Ⅱ
初めての担当者でも円滑に作業するにはさらなる記載内

容の充実が望ましいものの、実査から公表に必要な個別プ
ロセスの作業内容が一定程度記載されているもの。

２割超程度

Ⅲ
実査から公表に必要な個別プロセスの作業工程や留意点

は記載されているが、その作業内容の記載が希薄なもの。
２割程度

Ⅳ
統計調査を実施する上での留意点等の記載に留まってお

り、実査から公表に必要な個別プロセスの具体的な作業内
容の記載がないもの。

３割程度
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R6.3月時点

全体に
占める割合

２割超程度

４割弱程度

３割超程度

１割未満



３．業務マニュアルの整備状況を確認する視点
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チェック欄

① 調査目的設定 1.1 統計の必要性・目的の明確化

1.2 統計調査全体のスケジュールの設定

1.3 調査計画の各事項の見直し（「5.2点検・評価等の実施」に関連）

1.4 調査票設計の見直し

1.5 標本設計の見直し 標本調査の場合

1.6 調査計画の承認申請、変更手続き等

1.7 政省令等の整備 基幹統計調査の場合

2.1 名簿整備

2.2 調査対象者の抽出 標本調査の場合

2.3 統計調査員任命・教育 調査員調査の場合

2.4 用品準備

2.5 協力依頼、関係団体や調査対象者への説明

2.6 調査票や関係書類の配布

2.7 調査票の収集・督促

2.8 問い合わせなどへの対応

2.9 調査員による調査票のチェック 調査員調査の場合

2.10 実施機関による調査票のチェック

2.11 調査員の活動状況の確認 調査員調査の場合

3.1 データ入力

3.2 個票データの審査

3.3 集計データ（統計表）の作成

3.4 集計データ（統計表）の審査

⑩ 公表準備 4.1 公表準備（プレス登録やe-Stat掲載手続きなど）

4.2 集計データ（統計表）の公表

4.3 集計データ（統計表）に関する問い合わせ対応

⑫ 誤り対応 4.4 誤り等を発見した場合の対応

⑬ 二次利用対応 4.5 個票データ（調査票情報）の二次利用・提供

5.1 ドキュメント・成果物の整備状況の確認

5.2 点検・評価等の実施

6.1 委託業務の範囲の検討

6.2 調達仕様書等の作成・契約 民間委託がある場合

6.3 業務実施状況の確認 民間委託がある場合

6.4 納品チェック・成果物受領 民間委託がある場合

7.1 委託業務の範囲の確認

7.2 事務処理基準等の作成・通知 地方委託がある場合

7.3 業務実施状況の確認 地方委託がある場合

8 文書管理 ⑰ 文書管理 8.1 統計調査に係る行政文書の管理

プロセス タスク

調査設計・調査計画作成②

統計法依拠手続③

1

実査対象選定④

実査準備⑤

実査実施⑥

実査チェック⑦

入力・個票データ審査⑧

統計表作成・審査⑨

6 民間委託

公表・問い合わせ対応⑪

調査評価⑭

7 地方委任

作業項目

公表・提供4

評価 5

調査民間委託⑮

調査地方委託⑯

企画

実査2

審査・集計3

［各作業項目の状況の整理］

◎ ： 当該調査に必要な作業項目であり、その内容が詳細であり、かつ、分かりやすい記載である。
〇 ： 当該調査に必要な作業項目であり、その内容の記載がある。（＝分かりやすさの観点から改善の余地がある。）
△ ： 当該調査に必要な作業項目であるが、作業項目のみの記載に留まっている。
× ： 当該調査に必要な作業項目であるが、その記載がない。
－ ： 当該調査に不要な作業項目と考えられるもの。

〇 今回の業務マニュアルの整備状況の確認に際しては、昨年秋と基本的な捉え方は同じであるが、見える化の
検討の一環として、以下のような37の作業項目別に状況を整理した上で４つのグループに分類した。



４．具体的な改善例① ～ 産業連関構造調査 ～
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〇 従前の業務マニュアルには作業手順の各項目が記載されていたが、初めて作業する担当者にとっては具体的な
情報量が少なく、実際の作業をイメージし難い内容であった。

〇 従前の１行のみの作業項目は、改善した後、①実際の作業画面のイメージ図を加えた上で、②どこにデータが
あり、③どのように具体的に作業し、③どう作業を終えるかまでを記載し、初めて作業する担当者でも具体の作
業に取り組みやすいように工夫している。

従 来
改善後



従 来

①関係者が自らの業務全体を俯瞰
できるよう改善

②都道府県、受託事業者、
統計センターといった
関係主体別の業務プロセス
を具体的に明示

③国交省（発注者）が行う
受託事業者の作業過程（特に
毎月の統計作成）のチェックを
強化

④毎月の統計作成以外に、
公文書管理や業務マニュアル
に記載のない困ったときの対応
までを記載

改善の視点

・担当者用の引継書
・都道府県への説明会資料
・システム操作の手順書 等
の目的が異なる別々の資料

引継書の例

担当者用の作業内容
が主に記載

統計作成と関連業務に関する全ての業務を記載

5

４．具体的な改善例② ～建築着工統計調査、建設工事統計調査 ～



① 関係主体による業務全体の俯瞰的な把握

改善後

「業務全体のフロー図」と「全業務リスト」の作成により、各主体別に
業務の「見える化」を行い、担当者だけでなく管理職員も全体業務を
把握可能に

従 来

業務関係
資料が別々
に作成され、
体系化され
ていない

担当者が
様々な資料
の内容を理
解する必要
があり、業
務全体を十
分に把握で
きているか
が懸念

業務全体のフロー図の例

全業務リストの例

6

４．具体的な改善例② ～建築着工統計調査、建設工事統計調査 ～



「全関係者リスト」と「主体別の業務マニュアル」の作成により、各主体
は自らの業務内容を網羅的に把握可能

②関係主体別の業務プロセスの具体的な明示

改善後従 来

受託事業者
等の関係主
体が行う業務
内容は、各々
の関連資料
において、そ
の都度記載

各関係主体
が業務内容
を漏れなく把
握することが
困難

主体別の業務マニュアルの例

全関係者リストの例
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４．具体的な改善例② ～建築着工統計調査、建設工事統計調査 ～



調査票の配布、回収等の各作業過程において、国交省が受託事業者
の業務プロセスの状況を簡便に把握でき、チェック内容も体系化

③国交省が行う受託事業者の作業過程のチェックを強化

改善後従 来

受託事業者
は、期日まで
の成果物納
品に主眼を置
いて作業を実
施

国交省が受
託事業者の
進捗状況を適
時適切・簡便
に把握するこ
とが困難

B.民間委託事業者の業務 B-1  民間委託事業者の業務概要

B.民間委託事業者の業務 B-2  民間委託事業者の会議

B.民間委託事業者の業務 B-3  民間委託事業者の契約内容

B.民間委託事業者の業務 B-4 民間委託事業者用チェックリスト

B.民間委託事業者の業務 B-5 外注用システム操作マニュアル

B.民間委託事業者の業務 B-6 エラーチェック後の職権修正可否の基準

B.民間委託事業者の業務 B-7 遅延調査票の取り扱い

B.民間委託事業者の業務 B-8 疑義照会件数および調査票修正件数の確認

B.民間委託事業者の業務 B-9 民間委託事業者の業務におけるアウトプット

B.民間委託事業者の業務 B-10  民間委託事業者の業務概要流れ図

B.民間委託事業者の業務 B-11 民間委託事業者の実施作業詳細
県別プロセスのチェックリストの例
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４．具体的な改善例② ～建築着工統計調査、建設工事統計調査 ～



〇公文書管理関係の対応内容のほか、特に毎月の統計作成時に発生す
るヒヤリハットとその対応内容を記載

〇 ヒヤリハット事例の蓄積により業務マニュアルを継続的に改善

④公文書管理や困ったときの対応の記載

改善後従 来

統計作成に
必要となる公
文書管理関係
の記載のほか、
いわゆるヒヤリ
ハット事例が体
系的にまとめら
れていない

公文書管理
に課題があっ
たほか、個別
課題とその対
処内容が体系
的に保存され
ず、共通化され
た方針に基づく
対応ができて
いなかった可
能性

管理的項目の例

困ったときの対応の例

①調査票情報の二次利用
②公文書管理

などの管理関係も漏れなく
記載

ＱＡやヒヤリハット事例も蓄積
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【ヒヤリハットの例】

ある月に、通常、あまり多く
ない構造（その他に分類）の
件数が多くあり、担当者が確
認したところ、数ヶ月前のデー
タがファイルに残っていた。

４．具体的な改善例② ～建築着工統計調査、建設工事統計調査 ～



５．オンライン回答率の向上に向けて
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「国土交通省統計改革プラン」（R4.8.10）における位置づけ

［統計ＤＸの推進］

○ 国土交通省所管統計について、e-Survey等を活用したオンライン調査化を推進する。 【令和５年度～】

○ オンライン調査化した統計のオンライン回答率の向上を図る。 【中期】

「第６回統計品質改善会議（R5.12.22）」における委員の発言

○ オンライン回答率については、特に個人単位で回答する場合が低く、中には回収率自体が年々下がっていく
現状がある。この統計調査に回答することにより、何が変わるのか、または自分たちの生活にどう影響するか
が見えるような調査票や協力依頼の案内を検討し、それにより調査に協力いただく方策を国として考えていく
必要がある。

○ これまで紙で回答してきた報告者は同様に回答する傾向がある。紙ではなくオンライン回答に変えるために
は、協力依頼の文面等において、オンライン回答に変わったということを回答者の方々に印象づける工夫も必
要である。

〇 オンライン回答率の向上に関して、統計品質改善チームが昨年秋のヒアリン
グ等において把握した13の推奨事例を省内で共有し、それらが各統計調査に活
用されるよう促した。

〇 今回、上述の推奨事例の導入状況を報告。



６．オンライン回答率の向上に向けた取組状況 （1/4）

オンライン回答率の向上に向けた取組の内容
ヒアリング時
の導入率
（昨年秋）

ヒアリング後の
導入率

（本年3月）

今後の導入率
（予定含む）

（
Ａ
）
協
力
依
頼
の

文
面
等
に
お
け
る
工
夫

① 調査票等を送付する封筒の表裏にオンラインによる回答方法を記載 19% 25% 51%

②
回答方法を示す文面において、「オンライン回答 ➡ 郵送回答」
の順序で回答方法を記載

39% 49% 71%

③
調査の依頼文において「原則オンライン回答」と明記し、それが
難しい場合には別途郵送回答も可能とする記載

21% 30% 51%

④ オンライン回答フォームから簡単に回答できるようQRコードを導入 35% 43% 63%

⑤
QRコードが読まれない場合を想定し、e-Survey等の検索ワードを
明記

33% 41% 57%

（
Ｂ
）
オ
ン
ラ
イ
ン
回

答
ペ
ー
ジ
に
誘
導
し
や

す
く
す
る
た
め
の
工
夫

⑥
オンライン回答の手順が詳細に示されたわかりやすいガイドを同
封する

64% 77% 85%

⑦
国交省HPにオンライン回答ページのバナーを貼ることにより信頼
性を持たせる

42% 49% 67%

⑧ オンライン回答を行うメリットを明記 46% 52% 76%

（
Ｃ
）
オ
ン
ラ
イ

ン
回
答
用
の

調
査
票
の
工
夫

⑨ 自動計算・自動入力機能の追加 50% 57% 66%

⑩ 回答不要設問のスキップ機能の追加 40% 43% 54%

⑪ 回答内容のエラーチェック機能の追加 66% 74% 79%

⑫ 回答結果の出力機能の追加 57% 57% 67%

その他 ⑬ 報告者に対し、個別に電話等によりオンライン回答を促す 35% 38% 50%

11

全体



６．オンライン回答率の向上に向けた取組状況 （2/4）

オンライン回答率の向上に向けた取組の内容
ヒアリング時
の導入率
（昨年秋）

ヒアリング後の
導入率

（本年3月）

今後の導入率
（予定含む）

（
Ａ
）
協
力
依
頼
の

文
面
等
に
お
け
る
工
夫

① 調査票等を送付する封筒の表裏にオンラインによる回答方法を記載 15% 20% 48%

②
回答方法を示す文面において、「オンライン回答 ➡ 郵送回答」
の順序で回答方法を記載

37% 50% 74%

③
調査の依頼文において「原則オンライン回答」と明記し、それが
難しい場合には別途郵送回答も可能とする記載

22% 32% 57%

④ オンライン回答フォームから簡単に回答できるようQRコードを導入 18% 27% 55%

⑤
QRコードが読まれない場合を想定し、e-Survey等の検索ワードを
明記

18% 30% 52%

（
Ｂ
）
オ
ン
ラ
イ
ン
回

答
ペ
ー
ジ
に
誘
導
し
や

す
く
す
る
た
め
の
工
夫

⑥
オンライン回答の手順が詳細に示されたわかりやすいガイドを同
封する

62% 79% 91%

⑦
国交省HPにオンライン回答ページのバナーを貼ることにより信頼
性を持たせる

44% 53% 75%

⑧ オンライン回答を行うメリットを明記 39% 48% 79%

（
Ｃ
）
オ
ン
ラ
イ

ン
回
答
用
の

調
査
票
の
工
夫

⑨ 自動計算・自動入力機能の追加 50% 56% 66%

⑩ 回答不要設問のスキップ機能の追加 30% 35% 48%

⑪ 回答内容のエラーチェック機能の追加 68% 79% 79%

⑫ 回答結果の出力機能の追加 63% 63% 75%

その他 ⑬ 報告者に対し、個別に電話等によりオンライン回答を促す 35% 38% 50%

12
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６．オンライン回答率の向上に向けた取組状況 （3/4）

オンライン回答率の向上に向けた取組の内容
ヒアリング時
の導入率
（昨年秋）

ヒアリング後の
導入率

（本年3月）

今後の導入率
（予定含む）

（
Ａ
）
協
力
依
頼
の

文
面
等
に
お
け
る
工
夫

① 調査票等を送付する封筒の表裏にオンラインによる回答方法を記載 31% 38% 62%

②
回答方法を示す文面において、「オンライン回答 ➡ 郵送回答」
の順序で回答方法を記載

45% 45% 64%

③
調査の依頼文において「原則オンライン回答」と明記し、それが
難しい場合には別途郵送回答も可能とする記載

20% 20% 30%

④ オンライン回答フォームから簡単に回答できるようQRコードを導入 77% 85% 85%

⑤
QRコードが読まれない場合を想定し、e-Survey等の検索ワードを
明記

69% 69% 69%

（
Ｂ
）
オ
ン
ラ
イ
ン
回

答
ペ
ー
ジ
に
誘
導
し
や

す
く
す
る
た
め
の
工
夫

⑥
オンライン回答の手順が詳細に示されたわかりやすいガイドを同
封する

69% 69% 69%

⑦
国交省HPにオンライン回答ページのバナーを貼ることにより信頼
性を持たせる

38% 38% 46%

⑧ オンライン回答を行うメリットを明記 62% 62% 69%

（
Ｃ
）
オ
ン
ラ
イ

ン
回
答
用
の

調
査
票
の
工
夫

⑨ 自動計算・自動入力機能の追加 50% 58% 67%

⑩ 回答不要設問のスキップ機能の追加 58% 58% 67%

⑪ 回答内容のエラーチェック機能の追加 62% 62% 77%

⑫ 回答結果の出力機能の追加 40% 40% 40%

その他 ⑬ 報告者に対し、個別に電話等によりオンライン回答を促す - - -
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６．オンライン回答率の向上に向けた取組状況 （4/4）

14

（Ａ）協力依頼の文面等
における工夫

（Ｂ）オンライン回答
ページに誘導しやすく
するための工夫 平均

A＋B

（Ｃ）オンライン回答用
の調査票の工夫

その他 平均
（A+
B+
Ｃ+
⑬）① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

全体
平均 38 平均 59 46 平均 58 49

25 49 30 43 41 77 49 52 57 43 74 57 38

企業系調査

平均 32 平均 60 43 平均 58 47

20 50 32 27 30 79 53 48 56 35 79 63 38

世帯系調査
平均 52 平均 56 53 平均 55 54

38 45 20 85 69 69 38 62 58 58 62 40 -

令和６年３月時点導入率（単位：％）

〇 本年３月時点における13の推奨事例の導入率は49％であり、今後の見込みでは64％と過半を超える。また、調査周
期が比較的長い（５年等）統計調査などでは推奨事例の導入を検討中のものが約２割あり、それを含めると８割程
度を見込むことができる。

〇 推奨事例の（Ａ：①～⑤）と（Ｂ：⑥～⑧）は、報告者に対してオンラインによる回答を促す工夫である。
推奨事例について、企業系調査ではＡ及びＢの導入率が約43％、また、世帯系調査ではＡ及びＢの導入率が約53％

となっており、世帯系調査の方の導入率が高い状況である。
他方、企業系のオンライン回答率の平均が約60％、世帯系のオンライン回答率の平均が約25％であることを考慮

すると、特に世帯系調査のオンライン回答率の向上が今後の大きな課題であり、13の推奨事例の導入状況を見計ら
いながら、引き続きオンライン回答率の向上に向けて取り組むことが重要である。

注１） 企業系調査と世帯系調査では、推奨事例が適さない場合があり、その際には分母が同じにならないため、両者の割合が全体の内数にはならない。
注２） ⑬の方策は、世帯系調査に適さないため、「－」としている。



第６回統計品質改善会議において以下の３つの事項を「今後の取組の方向性」として示しており、今回、
それらへの主な対応状況を示す。

【優良事例の横展開】

ヒアリング等を通じて得た改善に相応しい優良事例を省内に横展開することにより、それが各統計
調査の業務マニュアルの改善やオンライン回収率の向上に反映されることを促し、省全体の統計品質
の底上げを図る。

⇒ ヒアリング等を通じて収集した推奨事例集を作成して省内イントラにおいて共有し、省内にそれ
を活用するよう促した。
オンライン回答率向上のための方策については、すでにある程度の導入が見られた。ただし、導
入を検討中の統計調査については、可能な限り早期に結論を出し、オンライン回答率向上に向けた
取組を進めていく必要がある。

【定期的な進捗確認の実施】

各統計調査の改善に向けて設定した目標時期等を考慮しつつ、統計品質改善チームが状況を確認し、
必要に応じて、業務マニュアルの改善やオンライン回答率の向上等に関する進捗状況をヒアリングし、
省全体の統計品質の改善を継続する。

⇒ 業務マニュアルの改善に関しては、特に、個別プロセスの具体的な作業内容の記載がないもの
（グループⅣ）の改善を本年度末までに依頼したところ、一定程度の改善が見られた。
今後、僅かに存在するグループⅣの業務マニュアルを早期に解消するほか、グループⅢの業務マ

ニュアルの改善を視野に入れて引き続き品質改善に取り組む。

【改善状況の見える化の検討】

業務マニュアルやオンライン回答率の改善状況を共有しやすくするため、それらを見える化できる
方策を検討する。併せて、オンライン回答率の目標設定についても検討する。

⇒ 業務マニュアルの改善状況等を自己点検できる項目を整理したところであり、それも活用して引
き続きフォローアップ等を行っていく。

７．「今後の取組の方向性」に対するこれまでの主な状況
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標本設計の見直しのためのワーキングチームの設置について 
（案） 

 

 

１．ワーキングチームの設置 

 前回の第６回統計品質改善会議において、「標本設計の必要な見直

し」に向けて検討を進めることが了承された。 

それを受けて、「内航船舶輸送統計調査」と「国際航空旅客動態調

査」の２つの統計調査を対象として、今後、先生方のご助言を賜りつ

つ標本設計のあり方の検討に着手し、本年中に見直し案を作成する予

定である。その検討に当たっては、統計品質改善会議にワーキングチ

ームを設置し、同チームにおいて見直し案の作成に向けた具体的な検

討を行うことにしたい。 

 また、ワーキングチームの検討状況は、随時、統計品質改善会議に

報告予定である。 

 

２．ワーキングチームの先生方 

  現時点で以下の４名の先生方を予定しており、今後、その他の有識者

を追加することがある。 

川崎 玉恵 先生 青山学院大学経済学部 准教授 

西郷  浩 先生 早稲田大学政治経済学術院 教授 

土屋 隆裕 先生 横浜市立大学大学院データサイエンス研究科長・教授 

樋田  勉 先生 獨協大学経済学部 教授 

（五十音順） 

 

３．ワーキングチームの主なスケジュール 

(1) 内航船舶輸送統計調査 

５月 第１回（論点の整理、方向性の議論） 

７月 第２回（見直し素案の作成） 

９月 第３回（見直し案の作成） 

 (2) 国際航空旅客動態調査 

    ６月 第１回（論点の整理、方向性の議論） 

９月 第２回（見直し素案の作成） 

12月  第３回（見直し案の作成） 

資料２ 



統計調査の中止について

３

「国土交通省統計改革プラン」（R4.8.10）における位置づけ

［統計プロセスの合理化・効率化（統計棚卸しをはじめとする業務効率化）］

○ユーザーからの意見を十分に踏まえ、行政記録情報、民間企業等が保有するビックデータ等も活用し、調査項
目の削減や代替、ニーズの乏しくなった統計の廃止等、統計業務の効率化や棚卸しを実施する。 【中期】

調査の概要
バブル崩壊や海外投資等の環境変化により、建設活動

の動向に大きな変化が生じていたことから、建設産業の
新しい構造改善の方向性を検討するために、大手建設業
者における多角化・国際化等の企業活動の実態を把握す
るとともに、建設業の目指すべき方向と産業政策のあ
り方の指針となる「21世紀への建設産業ビジョン」
（昭和61年建設省建設経済局監修）をデータ面から
フォローすることを目的として、平成６年から毎年実施
してきた一般統計調査。

中止の理由
近年においては、全産業的に生産年齢人口の減少が進

む中で、建設産業においても働き方改革や生産性向上等
の取組の重要性が増しているなどの情勢の変化に伴い、
大手建設業者における多角化、国際化等の活動実態を把
握する必要性が相対的に低下しており、また「21世紀へ
の建設産業ビジョン」制定から相当程度の時間が経過
しており、本統計の利用状況が乏しいことから令和４年
度調査をもって中止した。
（令和６年１月31日付 中止について総務省へ通知済）

調査の概要
訪日外国人旅行者の消費動向を明らかにし、外国人観

光客誘致に関する施策の企画立案、評価等のための基礎
資料を得ることを目的として、平成22年から四半期ごと
に実施してきた一般統計調査。

中止の理由
同調査の集計結果は国民の関心が高く、公表している

プレスリリース資料や集計表からは把握できないデータ
に関する問い合わせが多々あり、調査票情報（個票デー
タ）の二次利用ニーズが高まっている。また、この調査
票情報は利用価値が高く、その活用を促すことにより官
民による地域観光資源への誘客や周遊ルートの作成と
いった施策立案を促進することができる。
今後、幅広い主体による調査票情報の利活用を促進す

るため、2024年４-６月期から一般統計調査を中止し、
オープンデータ化とする。
なお、オープンデータ化後も、これまでどおり集計表

の作成・公表は継続する。
（令和６年３月26日付 中止について総務省へ通知済）

建設業活動実態調査 訪日外国人消費動向調査

資料３
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